
 

 
 
成長戦略で言われている通り、少子高齢化による人口減少で労働力

不足が懸念される日本では「女性の活躍」の促進が不可欠である。日

本では結婚・出産を機に退職する女性が多く、縦軸に就業率、横軸に

年齢をとると、30 歳前後の就業率がへこみ、M 字カーブを描くこと

が課題となっている。現在、政府では、M 字のへこみを解消すべく、

様々な政策を検討している。 
実は、働く女性、自分で収入を得る女性が増えることは、手っ取り

早く日本経済を活性化させる可能性がある。それは女性の方が男性よ

りも消費意欲が旺盛だからだ。特に F１層（女性の 20～34 歳）は大

半が独身で可処分所得も多いため、昔から様々なビジネスのターゲッ

トとされてきた。また、夫や子どものいる割合が増える F2 層（35～
49 歳）も、不景気になると夫のこづかいやスーツ代は真っ先に削るが、

自分の美容・ファッション代は削らない傾向があり、この様子を用い

て景気の状況をとらえる「父ちゃんの立場指数」という見方もある 1。 
これらは同年代の性差などに注目した見方だが、実は収入に注目し

ても面白いことが分かる。同じ年収階級の男女の消費性向を比べると、

ほぼ全ての階級で女性の方が高くなるのだ（図）。同じだけのお金を持

っていても、男性より女性の方がたくさんお金を遣うということだ。 
消費支出の内訳をみると、女性は「住居」や「被服及び履物」、「そ

の他の消費支出（交際費や諸雑費など）」が多く、「食料」や「交通・

1「「父ちゃんの立場」で景気読む――衣服代を指数化」（日本経済新聞、2013/10/20 朝刊 10 面）。

「父ちゃんの立場指数」とは証券アナリスト馬渕治好氏が編み出した指標で、全国百貨店協会

の「紳士服等売上高前年比伸び率」から「婦人服等売上高前年比伸び率」を差し引いたもの。

不景気下では「父ちゃん」の服代は真っ先に削られる一方、「母ちゃん」はあまり変わらずに服

を買い続けるため「父ちゃんの立場指数」は下落するが、景気が回復すると「おゆるし」が出

て指数は改善。 

女性の消費は日本経済を活性化

させる？ 
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通信」、「教養娯楽」が少ない。また、男女とも年収の増加に伴い、各

領域の支出額は増えるが、特に「教養娯楽」や「被服及び履物」、「そ

の他の消費支出」などの生活必需性の低いものの増加率が高い。男女

の増加率を比べると、全体的に女性の方が高く、特にファッションや

美容で目立つ。つまり、男女とも年収の増加に伴って生活を各方面か

らグレードアップさせており、その様子は特に旅行やファッションな

どのちょっとした贅沢によく現れるのだが、女性の方が顕著である。 
働く女性、収入を得る女性が増えると、女性は消費意欲が旺盛だか

ら消費が活性化する。実際は、減少する夫の収入を補うために働いて

いる女性も多いだろうから、こんな単純な話ではないかもしれない。

しかし、働く女性が増えると、家事・育児関連サービスなどの働くた

めの消費も生まれ、さらに、そこには新たな雇用も生まれる。 
「女性の活躍」が言われるとき、減少する労働力の確保というよう

に、マイナスを埋めるような表現がなされることが多い。また、「育休

３年」「上場企業で役員に１人は女性の登用」などの議論をみると、こ

れからの女性は子育ても仕事もしっかり両立しなさい、と強制される

ような印象もあり、冷めた目で見てしまう女性も少なくないだろう。

よって、女性の賛同を得るには、マイナスを埋めるために働くことを

促すのではなく、女性の消費は日本経済の押し上げ効果がある、さら

に新たな雇用・市場という可能性も生み出す、女性が働くことは日本

社会にとってプラスだ、だから必要だというような表現をした方が効

果的なのではないだろうか。 
日本経済は回復基調にあるが未だ課題は多い。さらに景気に勢いを

つけるためにも、働く女性の増加、女性の消費に期待したい。 
 

図 単身勤労者世帯の性・年収階級別消費性向 
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（資料）総務省「平成 21 年全国消費実態調査」 
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